
24

（参考２）平成21年度技術評価実施計画(案)

１．平成21年度評価実施件数

２．技術に関する施策・事業評価対象一覧

中間評価 終了時評価 計

技術に関する
施策評価

4 4 

プロジェクト評価 11 5 16 

制度評価 0 0 0 

技術に関する
事業評価

プロジェクト評価 3 13 16 

制度評価 0 0 0 

（追跡評価） （2） （2）

No.
技術に関する施策

担当課室 会計
技術に関する事業

1 情報通信機器関連分野（仮称）
情報家電センサー・ヒューマンインターフェイスデバイス活
用技術の開発

情報通信機器課 一般

2 次世代回路アーキテクチャ技術開発事業 情報通信機器課 一般

3 セキュア・プラットフォームプロジェクト（終了前） 情報通信機器課 一般

（注）「技術に関する施策」の評価に当たっては、NEDO事業も考慮する。

1 航空機関連分野（仮称） 炭素繊維複合材成形技術開発 航空機武器宇宙産業課 エネ高

2 超高速輸送機実用化開発調査 航空機武器宇宙産業課 一般

3 炭素繊維複合材耐雷技術開発（終了前） 航空機武器宇宙産業課 エネ高

4 航空機用先進システム基盤技術開発 航空機武器宇宙産業課 一般

5 小型民間輸送機等開発調査 航空機武器宇宙産業課 一般

6 次世代航空機用構造部材創製・加工技術開発 航空機武器宇宙産業課 エネ高

7 先進空力設計等研究開発 航空機武器宇宙産業課 一般

（注）「技術に関する施策」の評価に当たっては、NEDO事業も考慮する。

1 クリーンコール技術分野 石炭部分水素化熱分解技術 石炭課 エネ高

（注）「技術に関する施策」の評価に当たっては、NEDO事業等も考慮する。

No.
技術に関する施策

担当課室 会計
技術に関する事業

1
原子力立地・核燃料サイクル
関連分野（仮称）

遠心法ウラン濃縮事業推進費補助金(終了前）
原子力立地・核燃料サイ
クル産業課

電源
利用

2 回収ウラン利用技術開発委託費
原子力立地・核燃料サイ
クル産業課

電源
利用

3 高速炉再処理回収ウラン等除染開発委託費
原子力立地・核燃料サイ
クル産業課

電源
利用

4 使用済燃料再処理事業高度化補助金
原子力立地・核燃料サイ
クル産業課

電源
利用

5 MOX燃料加工事業推進費補助金
原子力立地・核燃料サイ
クル産業課

電源
利用
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３．技術に関する事業評価一覧

４．追跡評価一覧

【参考】平成22年度技術に関する施策・事業評価対象一覧（案）

（１）プロジェクト中間評価

（２）プロジェクト終了時評価

No. 技術に関する事業名 担当課室 備考 会計

1
産業技術研究開発委託費（中小企業支援型）（中小企業産業技術研究開発委託
費）

技術振興課 一般

2 革新的次世代石油精製等技術開発 石油精製備蓄課 燃料

3 二酸化炭素貯留隔離技術研究開発 地球環境技術室 エネ高

No. 技術に関する事業名 担当課室 備考 会計

4 革新的構造材料を用いた新構造システム建築物研究開発 製鉄企画室 エネ高

5 高機能チタン合金創製プロセス技術開発プロジェクト 非鉄金属課 エネ高

6 高効率酸化触媒を用いた環境調和型化学プロセス技術開発プロジェクト 化学課 エネ高

7 高効率重金属処理剤研究開発 化学課 エネ高

8 高度分析機器開発実用化プロジェクト 産業機械課 一般

9 炭素繊維製造ｴﾈﾙｷﾞｰ低減技術の研究開発 繊維課 エネ高

10 排水処理における余剰汚泥の減容化技術開発 繊維課 エネ高

No. 技術に関する事業名 担当課室 備考 会計

11 廃棄衣料のﾘｻｲｸﾙ技術及び高付加価値商品の開発 繊維課 エネ高

12 エネルギー使用合理化高効率抄紙技術開発 紙業生活文化用品課 エネ高

13 エネルギー使用合理化ペーパースラッジ有効利用技術開発 紙業生活文化用品課 エネ高

14 低品位廃熱を利用する二酸化炭素分離回収技術開発 地球環境技術室 エネ高

15 二酸化炭素の海洋隔離に伴う環境影響予測技術開発 地球環境技術室 エネ高

16 バルク貯槽ｶﾞｽ回収ｼｽﾃﾑの開発 液化石油ガス保安課 燃料

No. 事業名

1 石炭高度転換コークス製造技術開発プロジェクト

2 超電導材料・超電導素子研究開発プロジェクト

No.
技術に関する施策

担当課室
技術に関する事業

1
情報ＩＴ（ソフトウェア）関連分野（仮
称）

対象事業については調整中
情報経済課
情報処理振興課

（注）「技術に関する施策」の評価に当たっては、IPA事業も考慮する。

2 情報セキュリティ関連分野（仮称） 対象事業については調整中 情報セキュリティ政策室

3
石油精製備蓄・利用技術関連分
野（仮称）

対象事業については調整中 石油精製備蓄課

No.
技術に関する施策

担当課室
技術に関する事業

4 発電技術関連分野（仮称） 対象事業については調整中 電力基盤整備課

5 原子力技術関連分野（仮称） 対象事業については調整中 原子力政策課

6 放射性廃棄物関連分野（仮称） 対象事業については調整中 放射性廃棄物等対策室
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製造産業局
宇宙産業室

航空機・宇宙産業
イノベーションプログラム

空中発射システムの研究開発(h21-23)
これまでの「大型宇宙システム」を抜本的に見直し、先進的な宇宙システムとして利用者重視の「即
応型宇宙システム(Space On Demand)」を構築する取組の一環として、従来より低コスト、短納期、効
率化を目指した打上げシステムである空中発射システムの研究開発を行う。

可搬統合型小型地上システムの研究開発(h21-23)
我が国宇宙産業の国際競争力を強化し国際衛星市場への参入を目指すため、高性能小型衛星の開
発に合わせ、追跡管制やデータ受信処理の省力化による低コスト等を実現する小型の地上システム
の研究開発を行う。

次世代合成開口レーダ等の研究開発(h5-22)
宇宙航空研究開発機構（JAXA）の衛星だいちに搭載され、平成18年1月に打ち上げられた次世代合
成開口レーダPALSARの研究開発・運用を実施する。

石油資源遠隔探知技術の研究開発(s56-h22)
人工衛星から取得される画像ﾃﾞｰﾀ(ASTER,PALSAR)を用いて石油資源の遠隔探知を行う技術の確立
及び向上を図るため､人工衛星から得られる画像ﾃﾞー ﾀの処理･解析技術の研究開発及び地上処理ｼｽ
ﾃﾑの運用､維持設計等を実施｡

次世代衛星基盤技術開発プログラム
（ 準天頂衛星システム基盤プロジェクト ）(h15-22)

準天頂衛星ｼｽﾃﾑ(静止軌道と一定の角度をなす傾斜軌道に複数の衛星を配置し見かけ上､常に天
頂付近に一つの衛星を位置させるｼｽﾃﾑ)により､米国GPSの補完を行う高精度位置情報ｼｽﾃﾑを構築
するために不可欠な擬似時計の開発や衛星の軽量化､高度化､長寿命化等に関する基盤技術の開
発を実施｡

次世代衛星基盤技術開発プログラム
（ 次世代構造部材創製・加工技術開発（次世代衛星基盤技術開
発） ）(h15-21)

衛星の構造を支える部材について、宇宙という極限の状況の中でも壊れないという高い性能を保ちつ
つ省エネルギー化を可能とする製造技術の開発を実施。

太陽光発電利用促進技術調査委託費
（ＳＳＰＳ（宇宙太陽光発電システム）ＰＪ）（h16-19）

宇宙太陽光発電システムの中核的なシステムである無線送受電システムについて、基本的性能の
検討、技術課題の抽出、法制面や電磁干渉に係わる諸課題の整理、安全・環境面での影響評価手
法の確立に向けた調査研究を行う。

太陽光発電無線送受電技術の研究開発(h16-22)
将来の新エネルギーシステムである宇宙太陽光発電システム（SSPS：Space Solar Power System）
の中核的技術として応用可能なマイクロ波による太陽光発電無線送受電技術の確立に向け、安全
性・効率性等の確保に不可欠な精密ビーム制御技術の研究開発を行う。

極軌道プラットフォーム搭載用資源探査観測
システムの研究開発(s62-h22)

米国航空宇宙局（NASA）の衛星Terra（テラ）に搭載され、平成11年12月に打ち上げられた光学セン
サ（ASTER）の研究開発・運用を実施する。

次世代地球観測衛星利用基盤技術の研究開発
(h18-23)

地球観測ﾃﾞｰﾀのより一層の利用拡大を図るため、我が国が開発･運用する地球観測ｾﾝｻや今後商業
衛星として開発着手が期待されるﾊｲﾊﾟｰｽﾍﾟｸﾄﾙｾﾝｻ等により得られる地球観測ﾃﾞｰﾀから､有用な情報
を効果的･効率的に抽出するための処理解析技術の研究開発を実施。

【NEDO交付金】
小型化等による先進的宇宙システムの研究開発(h20-22)

我が国宇宙産業の国際競争力を強化し国際衛星市場への参入を目指すため、今後、科学、地球観
測、安全保障等の分野で活用が進む小型衛星について、大型衛星に劣らない機能、低コスト、短期
の開発期間を実現する高性能小型衛星の研究開発を行う。

【NEDO交付金】
ハイパースペクトルセンサ等の研究開発(h19-23)

石油等資源安定供給確保のため、石油等の資源探査・開発に有効な岩石･鉱物の特定や地質構造
解析の高次元解析を可能とするハイパースペクトルセンサの開発を実施｡

【NEDO交付金】
次世代輸送系ミッションインテグレーション基盤技術研究開発事
業(h16-22)

国際ロケット市場における我が国宇宙産業の競争力確保を図るため、ロケットを効率的に開発・運用
し、ロケットの開発や受注から打上までの期間を大幅に短縮するための基盤技術の開発を行う。ま
た、低コストで環境に優しいLNG（液化天然ガス）エンジンのシステム制御に資する基盤技術の開発
を行う。

【NEDO交付金】
宇宙産業技術情報基盤整備研究開発事業(h11-22)

我が国宇宙産業の国際競争力の強化を図るため、衛星の低コスト化、短納期化及び高機能化を実現
すべく、民生部品・民生技術の衛星転用促進に向けた耐放射線試験等の地上試験や実証衛星によ
る宇宙実証を実施し、知的基盤（データベース、ガイドライン）を整備する｡

ＰＧ評価実施年度 ＰＧ評価実施年度

h19 h20 h21 h24h23h22 h25

継続玉

中間

中間

終了前

事後

終了前

終了前

終了前

終了前

終了前

終了前

終了前

終了前

中間

中間

中間

中間

終了前

終了前

中間
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産業技術環境局
地球環境技術室

環境安心
イノベーションプログラム

気候変動問題対策のための二酸化炭素削減技術の実証試験研究委託費
（ｈ21－25）

排出源近傍での実ガスを利用した地中貯留の大規模実証試験の実施に
当たり、３Ｄ地震探査やボーリング調査等を実施し、貯留層やシール層な
どに係わる地質構造、地質データを調査・解析する。

プログラム方式二酸化炭素固定化・有効利用技術開発(h11-21)
CO2固定化・有効利用の分野で技術革新に結びつくことが期待される
シーズを基礎研究段階から技術開発段階へ引き上げるため、基盤技術
研究を行う。

地球環境国際研究推進事業(h14-23)【制度】

諸外国の先進的取り組みと連携し革新的な温暖化防止技術の研究開発
を行う。また、ＩＥＡの実施協定であるCTI（気候変動技術イニシアティブ）
等の国際的な枠組みを活用し、発展途上国への技術移転を推進する
等、世界的な温暖化問題への取組を強化する。

分子ゲート機能ＣＯ２分離膜の技術研究開発(h18-22)　

分子ゲート機能CO2分離膜技術の実用化のため、膜素材の開発、分離
膜・モジュールの開発、分離システムの検討を行う。なお本事業は日米
共同研究体制でCSLF（炭素隔離リーダーシップフォーラム）の登録プロ
ジェクトとして実施する。

二酸化炭素貯留隔離技術研究開発(h12-24)

地球温暖化対策である二酸化炭素貯留隔離技術を、我が国における早
期の本格的な実適用を目指し、基盤技術の開発、貯留隔離のポテンシャ
ル調査、安全性評価・社会的信頼醸成に関する手法の確立等に係る取
組を実施

低品位廃熱を利用する二酸化炭素分離回収技術開発(h16-20)
化学吸収法による低コストなCO2の分離回収を行うため、製鉄プラント等
の排ガスを対象とし、低熱量・再生可能な新吸収液、低エネルギー化学
吸収システム、未利用低品位廃熱回収システムの開発を行う。

二酸化炭素の海洋隔離に伴う環境影響予測技術開発(h14-20）
CO2を海洋中深層に放出拡散させ長期隔離を目指す海洋隔離技術を適
用した場合の、周辺海域における海洋環境や生物影響等の評価・予測
手法の開発等を行う。

京都議定書目標達成産業技術開発促進補助金（h15-19）【制度】　
民間企業が独自に取り組む二酸化炭素固定化・有効利用の技術開発等
のうちエネルギー効率の高い温暖化防止の実用化技術開発に対し事業
費の１／２を補助する。

製造産業局
紙業生活文化用品課

環境安心
イノベーションプログラム

バイオ技術活用型二酸化炭素大規模固定化技術開発(h20-23)

バイオエタノール化に適した樹木への環境耐性付与を遺伝子技術により
実施し、これらの原料樹木の不良環境下での効率的な植林技術を開発
することで、二酸化炭素の固定化と化石エネルギー消費量の削減を図
る。

二酸化炭素大規模固定化技術開発(h15-19)
乾燥地帯のような過酷環境下においても生育しうる樹木を作り出し、植
物が有する二酸化炭素吸収能力機能の向上を図り、大気中に放出され
た二酸化炭素を効率的に固定化させる技術開発を行う。

ＰＧ評価実施年度 ＰＧ評価実施年度

h19 h20 h21 h24h23h22 h25

中間

終了

事後

中間

中間中間

中間

終了

終了

終了

終了

事後

事後

事後

終了

（参考４）『 CO2固定化・有効利用分野』の各事業
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（参考５）平成20年度評点結果ポートフォリオ

6.総合評価

1.目的・政策的

位置付け

2.研究開発等

の目標

3.成果、目標

の達成度

4.事業化、

波及効果

5.マネジメント

・体制等

※平成20年度評価対象49件（中間14件、事後34件）


